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第１章 基本計画の趣旨

１ 柏市の概況

柏市（以下「本市」という。）は，千葉県の北西部に位置し，

東西の距離は約１８キロメートル，南北の距離は約１５キロメー

トル，面積は約１１４．７平方キロメートルです。隣接する市は，

東に我孫子市・印西市，利根川を挟んで茨城県取手市・守谷市，

南に鎌ケ谷市・白井市，西に松戸市・流山市，北に野田市となっ

ています。

鉄道は，都心から放射状にＪＲ東日本・常磐線，常磐緩行線及

び首都圏新都市鉄道・つくばエクスプレス，南北には東武鉄道・

野田線 (東武アーバンパークライン )が通り，市内の駅数は１０駅

となっています。

道 路 は ， 東 京 ・ 茨 城 方 面 へ の 国 道 ６ 号 線 や 常 磐 自 動 車 道 ， 埼

玉・千葉方面への国道１６号線が通っており，首都圏の放射・環

状両方向の幹線道路の交差部に位置する交通の要衝となっていま

す。

柏 市

    

    

     

図 1-1-1 本 市 の 概 況
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２ 人口

本市は，平成２８年３月末日現在で人口４１０，０３３人，１

７９，７６４世帯となっています。

人口は，つくばエクスプレス開業を契機とした沿線地域のまち

づくりの進展により，平成２２年８月に４０万人を突破し，その

後も緩やかに増加しています。

今後，つくばエクスプレス沿線地域の整備の進展に伴い，当面

は人口増加が続くことが予想されますが，全国的な少子高齢化の

流れの中で，人口の伸びは次第に鈍化し，平成３７年をピークに，

本市の総人口は減少に転じると予想されています。

図 1-1-2 本 市 の 人 口 ・ 世 帯 数 の 推 移
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３ 現行計画策定の経緯

一般廃棄物処理基本計画は，「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」とい

う。）に基づき，一般廃棄物の処理に関する基本的事項について

定めるものです。

本市は，「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成２２

年１２月環境省告示第１３０号。以下「廃棄物処理法基本方針」

という。）や「第８次千葉県廃棄物処理計画」（平成２３年３月策

定）等，各種上位計画等との整合を図りながら，平成２４年３月

に「柏市一般廃棄物処理基本計画＜スリムかしわ ～豊かな環境

の承継のために～＞」（以下「現行計画」という。）を策定し，一

般廃棄物の排出の抑制，適正な処理等に取り組んできました。
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４ 現行計画中間見直しの趣旨

現行計画では廃棄物を取り巻く環境の変化を考慮しておおむね

５年ごとに見直すこととしていたところ，平成２９年３月で現行

計画を策定してから５年が経過します。

また，現行計画の策定後，関連する上位計画である「第四次環

境基本計画」（平成２４年４月策定），「第三次循環型社会形成

推進基本計画」（平成２５年５月策定。以下「循環基本計画」と

いう。），「廃棄物処理基本方針」（平成２８年１月環境省告示

第７号），「廃棄物処理施設整備計画」（平成２５年５月策定），

「 第 ９次 千 葉 県 廃棄 物 処 理 計画 」 （ 平 成２ ８ 年 ３ 月 策 定。 以 下

「県処理計画」という。）並びに「柏市第五次総合計画」（平成

２８年３月策定），「柏市環境基本計画（第三期）」（平成２８

年３月策定）及び「第二期柏市地球温暖化対策計画」（平成２６

年３月策定）が改定されました。

こ の よ う な 中 ， 沼 南 町 と の 合 併 前 の 柏 市 域 （ 以 下 「 旧 柏 地

域」）においては，人口が増加している一方で，ごみの排出量は

減少傾向で推移し，市民１人１日当たりの排出量（排出原単位）

も減少しており，ごみの減量化や資源化に関する市民の意識は，

確実に向上してきております。しかしながら，本市は，市内にお

いて焼却灰を埋立処分するための最終処分場を保有していないこ

ともあり，これまで以上に３Ｒ，特に発生抑制と再使用を優先し

たごみとなるものを減らす取り組みを展開し，循環型社会への転

換を推進していく必要があります。また，近年の社会情勢の変化

等により，市を取り巻く財政状況は益々厳しくなり，清掃行政に

ついても，最小の経費で最大の効果を上げることが求められてい

ます。

このような状況をふまえ，現状とこれまでの施策を検証し，平

成２９年度以降の排出原単位の目標等を定めるため，現行計画の

中間見直しを行います。
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第２章 基本計画の基本事項

１ 位置付け

市町村においては，廃棄物処理法の規定により，その区域内の

一般廃棄物の処理に関する計画を定めなければならないとされて

います。

今回の柏市一般廃棄物処理基本計画の中間見直しは，長期的・

総合的な視点で廃棄物処理を進めるために，「柏市第五次総合計

画」に即して実施するものであり，ごみの発生抑制，減量・資源

化，収集運搬，中間処理及び最終処分等を定めた「ごみ処理基本

計画」と，し尿，汚泥及び生活雑排水の処理・処分を定めた「生

活排水処理基本計画」とで構成された，旧柏地域の一般廃棄物処

理に関する最上位計画となります。

【ことばの解説】一般廃棄物
産業廃棄物以外の廃棄物。一般廃棄物は「ごみ」と「し尿」に分類されます。
また，「ごみ」は，商店・オフィス・レストラン等の事業活動によって生じた「事業系

ごみ」と一般家庭の日常生活に伴って生じた「家庭系ごみ」に分類されます。

【ことばの解説】循環型社会
大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示された概念。循環型

社会形成推進基本法では，第一に製品等が廃棄物等となることを抑制し，第二に排出さ
れた廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に利用し，最後にどうしても利用で
きないものは適正に処分することが徹底されることにより実現される，「天然資源の消費
が抑制され，環境への負荷ができる限り低減された社会」とされています。

【ことばの解説】３Ｒ（スリーアール・さんあーる）
循環型社会形成推進基本法で示されたごみ処理の優先順のうち，上位の３つ。
発生抑制（Reduce：リデュース），再使用（Reuse：リユース），再生利用（Recycle：

リサイクル）のこと。

【ことばの解説】排出原単位
市民 1 人が 1 日に排出するごみ量のこと。ごみ排出量を人口と年間日数で除すること

により算出します。
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図 1-2-1 基 本 計 画 の 位 置 付 け

柏市一般廃棄物処理基本計画

   処理基本計画

 生活排水処理基本計画

環 境 基 本 法

柏市第五次総合計画

柏市環境基本計画 第三期 

柏市一般廃棄物処理実施計画

   処理実施計画

 生活排水処理実施計画

柏 市 一 般 廃 棄 物 処 理 計 画

第 四 次 環 境 基 本 計 画

循環型社会形成推進基本法

循環基本計画

 廃棄物 適正処理 

廃 棄 物 処 理 法

廃 棄 物 処 理 基 本 方 針

県 処 理 計 画

第二期柏市地球温暖化対策計画

 国等 率先  再生品等 調達 推進 

 再生利用 推進 

 個 別 物 品  特 性  応   規 制  

資 源 有 効 利 用 促 進 法

容 器 包 装      法

家 電      法

食 品      法

建 設      法

自 動 車      法

小 型 家 電      法

    購 入 法

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 計 画
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２ 計画期間

本計画の計画期間は，現行計画の１０年間の計画期間のうちの

平成２９年度から平成３３年度までの後期５年間とします。ただ

し，廃棄物を取り巻く環境の変化を考慮し，計画策定の諸条件に

大きな変動があった場合において見直しを行うものとします。

３ 計画の対象区域

ごみ処理についての計画の対象区域は，合併前の旧沼南町の区

域を除く旧柏
（注）

地域とし，し尿処理についての計画の対象区域は，

合併前の旧沼南町の区域を含んだ，現在の本市の全域とします。

（ 注 ） 旧 沼 南 町 の 区 域 の ご み （ し 尿 を 除 く 。 ） の 処 理 計 画 の 策 定 に 関 す

る 事 務 に つ い て は ， 特 別 地 方 公 共 団 体 で あ る 一 部 事 務 組 合 を 設 立 し ， 鎌

ケ 谷 市 と と も に 共 同 処 理 す る 事 務 と し て ， 柏 ・ 白 井 ・ 鎌 ケ 谷 環 境 衛 生 組

合規 約第 ３条 第２ 号及 び別 表第 ２に 規定さ れて いま す。

法 律 上 ， 一 部 事 務 組 合 に よ っ て 共 同 処 理 す る 事 務 は ， そ の 構 成 市 の 権

能 か ら 除 外 さ れ る の で ， ご み （ し 尿 を 除 く 。 ） に つ い て は ， 合 併 前 の 旧

沼南 町の 区域 を除 いた ，対 象区 域の 処理計 画と する もの です 。



第 部   処理基本計画
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第１章 計画を取り巻く状況

1 ごみの排出状況

平成２７年度のごみ排出量は，家庭系ごみ（資源品を含む。）

が約８．０万ｔ，事業系ごみが約３．３万ｔとなっており，人口

及び世帯数が増加する中，様々な減量施策により家庭系ごみは減

少傾向にありますが，景気の回復に伴い事業系ごみは増加する傾

向にあります。

今後も，当面，つくばエクスプレス沿線地域の整備によるもの

を中心とした人口の増加が見込まれるものの，ごみ量は，緩やか

な減少傾向で推移することが見込まれます。

図 2-1-1 ご み 排 出 量 の 推 移
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２ 排出原単位の状況

旧柏地域における市民１人１日当たりのごみの排出量（排出原

単位）は，平成２７年度で８６８ g となっており，全国平均・千

葉県平均と比較して，いずれも下回っています。

な お ， こ の 値 は ， 既 に 現 行 計 画 に お ける 平 成 ２ ８ 年 度 目 標 値

（８７０ g）を達成しています。

注 １ 排 出 原 単 位 の 算 出 に 際 し ， 国 ・ 県 統 計 で は 年 間 平 均 人 口 を 使 用 し ， 旧

柏 地 域 は 年 度 末 住 民 基 本 台 帳 人 口 を 使 用 し て い る 。

図 2-1-2 排 出 原 単 位 の 状 況

平成 28 年度目標
対平成 22 年度比５％減

870ｇ
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旧柏地域における市民１人１日当たりのごみの排出量（排出原

単位）の内訳をみると，家庭系ごみは減少傾向にありますが，事

業系ごみは平成２３年度以降増加傾向となっています。平成２７

年度は，家庭系ごみ６１３ g， 事業 系 ごみ ２５ ５ g と なっ て いま

す。

図 2-1-3 排 出 原 単 位 の 内 訳
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３ 焼却処理の状況

旧柏地域におけるごみの焼却処理は，ごみ量の増加に伴い，柏

市第二清掃工場（以下「南部クリーンセンター」という。）を建

設し，平成１７年度から南北二清掃工場体制で処理を行っていま

す。

平成２７年度のごみ焼却処理量は，柏市清掃工場（以下「北部

クリーンセンター」という。）で６０，３３６ t（１６５ t/日），

南部クリーンセンターで３１，５９６ t（８６ t/日 ） となってお

ります。

注１ 各施設における年間焼却量を，暦日で割り返したもの。

図 2-1-4 年 間 日 平 均 焼 却 処 理 量 の 推 移
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４ 資源品の収集量と総資源化率の状況

旧柏地域における資源品については，古紙を中心に，収集量，

総資源化率とも，平成１９年度以降，減少傾向にあります。

これは，新聞，雑誌の購読者の減少等のライフスタイルの変容

が主たる要因と考えられます。また，焼却灰について，平成２３

年度に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故以

降，基準値を超える濃度の放射性物質が確認されたため，資源化

を中止していることも影響しています。

図 2-1-5 資 源 品 の 収 集 量 と 総 資 源 化 率 の 状 況

平成 28 年度目標
対平成 22 年度比５％増 33.5％

【ことばの解説】総資源化率
総資源化率とは，直接資源化量，中間処理後再生利用量，集団回収量の合計をごみの総

排出量（集団回収量含む）で除した値です。
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５ 最終処分の状況

旧柏地域における最終処分量（柏市最終処分場において埋立処

分する焼却灰の量）については，灰溶融施設を有する南部クリー

ンセンターが本稼働した平成１７年度に大幅に減少して以降，横

ばい傾向となっていました。しかし，平成２３年度以降は放射性

物質を含む焼却灰について資源化を中止し，緊急的かつ臨時的な

措置を講じているため，最終処分量が増加しています。

図 2-1-6 最 終 処 分 量 の 推 移

平成 27 年度目標
3,500ｔ以下
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６ ごみ処理に係る経費の状況

旧柏地域におけるごみ処理に係る経費（減価償却費を除くごみ

処理原価）については，３２億円から４０億円の間で推移してい

ます。

ごみ処理に係る経費の主な増減要因は，資源品の売却価格の変

動（資源品売却額が上がれば，ごみ処理原価は下がる）にあり，

ごみ処理に要する費用自体は，あまり変化がない状況です。

図 2-1-7 減 価 償 却 費 を 除 く ご み 処 理 原 価 の 推 移

図 2-1-8 資 源 品 売 却 額 の 推 移
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７ これまでの施策の評価

現行計画では，「第１部第５章 これからの施策」として，４

つの基本方針に基づき３６の具体的な取り組みを掲げていました。

ここでは，取り組み別に実績をまとめ，その進捗評価と施策の

効果が十分でなかった理由又は施策を実施できなかった理由につ

いて整理します。

基本方針 

                                 

(1)ご み 排 出 抑 制 に 向 け た 指 導 ・ 啓 発 活 動

① 家 庭 系 ご み の 減 量

〇啓発事業の推進 ≪評価△≫

放射性物質対策を優先させ，発行を見送った年度がありました

が，ごみ減量広報紙「クルクルクリーンかしわ」を年 1 回程度発

行し，広報やツイッターで随時関連する事業や制度の改正等を含

めた啓発を行いました。また，イベント等を通して各種啓発事業

を実施しています。

〇環境学習の推進 ≪評価△≫

施設見学会については ,実施を希望する団体が固定化する傾向

にありますが，実施した団体からは好評を得ています。教育部門

と連携した環境学習の推進については，一部を除いて市内高等学

校等との積極的な連携には至りませんでしたが，小学生に対して

は出前授業や清掃施設見学を通して学習の推進を図ることができ

ました。

評 価 に つ い て

「 ○ 」・ ・ ・ 実 施 し 効 果 が 得 ら れ た も の

「 △ 」・ ・ ・ 実 施 が 一 部 に 留 ま っ た ， ま た は 効 果 が 十 分 で な か っ た も の

「 × 」・ ・ ・ 実 施 で き な か っ た も の
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〇買い物袋持参運動の推進 ≪評価○≫

本市では，広報等で買い物袋持参についての啓発記事を掲載，

イベント等の景品としてエコバッグの配布等を行いました。また，

スーパーマーケットでは，レジ袋有料化やエコポイント加算等の

取り組みが進められています。

② 事 業 系 ご み の 減 量

〇推奨制度の拡大 ≪評価△≫

平成２７年度より，新たに ,事業系ごみの減量に積極的な取り

組みを行っている企業を推奨する制度を導入しました。しかし，

市内事業者及び市民への制度の浸透には改善の余地があります。

〇事業系ごみ排出マニュアルの作成・運用 ≪評価△≫

事業者の排出者責任の責務遂行及び企業イメージの向上を図り，

一層の３Ｒ促進を進めるため，事業者向けごみ減量広報紙「減量

ガイドブック」を作成し，多量排出事業所への郵送や商工会議所

を通じた配布を行いましたが，事業系ごみは増加傾向となってい

ます。

〇多量排出事業所への指導強化 ≪評価△≫

事業系一般廃棄物減量計画書の提出依頼を市内の多量排出事業

所に行いましたが，平成２５年度から２７年度まで，提出率の低

下が続いています。この原因として，計画書の提出様式が事業所

にとって分かりにくい，３Ｒに関する意識が低いこと等が考えら

れます。このような中でも，事業所の指導については，効果的な

指導ができる事業所を選定し，事業所への立入りを１０件程度実

施しました。

(2)リ ユ ー ス の 促 進

〇再利用品の販売・情報提供 ≪評価〇≫

柏市リサイクルプラザリボン館（以下「リボン館」という。）

において，粗大ごみとして出された家具等を修理し，展示・販売

を行いました。フリ－マーケットの開催の他，リボン館不用品交
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換情報ボードを作成し，リユースを推進しました。

〇環境物品への転換 ≪評価〇≫

広報等で環境負荷の少ない製品に関する情報の発信を行いまし

た。また，３Ｒ啓発のイベント等を通して，環境にやさしい物品

の利用推進を行いました。

(3)資 源 化 の 検 証 と 促 進

〇指定ごみ袋による分別徹底・資源化の推進 ≪評価〇≫

指定袋の使用は定着しており，一定の分別水準が維持されてい

ます。平成２６年１１月より市内公共施設１７箇所で携帯電話等

の小型家電のボックス回収を開始し，有用金属の効率的な資源化

に繋げています。

〇資源化に対する適正対価の確保 ≪評価〇≫

回収した資源品は各リサイクル法に基づく処理を行っており，

アルミに関しては入札方式を採用した売却を実施し，その他の資

源品については市場価格の動向を注視しつつ，適正額での売却を

行っています。

〇容器包装プラスチック類の資源化 ≪評価〇≫

容器包装リサイクル協会を通じて資源化しており，再生資源の

利用に繋げています。

〇剪定枝の資源化 ≪評価×≫

一般廃棄物処理の許可を有する民間施設における剪定枝の資源

化については，放射性物質に関する問題の発生に伴い資源化が困

難となり，検討を進めることができませんでした。

〇紙ごみの資源化 ≪評価△≫

事業所への指導は，紙ごみについて重点的に行ったものの，排

出事業者と収集運搬事業者との連携による資源化の促進等の具体

的な取り組みまでは行うことが出来ませんでした。また，直近の
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家庭系ごみの組成調査の結果，可燃ごみに資源化できる紙類が約

6％混入していることが確認されましたが，この要因としては資

源化できる品目について十分な周知に至らなかったことが考えら

れます。

〇生ごみの資源化 ≪評価△≫

本市は，小中学校の給食残渣と野菜くずを堆肥化処理しており，

その堆肥を有効活用して「ドリームフラワープロジェク
注

ト」を事

業者及び大学の協力のもと取り組んでいます。また，平成２年度

から生ごみ処理容器等購入費補助制度を開始し，平成２７年度ま

での累計で１６，０４１基，１３，２６９世帯への補助を実施し

てきました。しかしながら，周知不足等の影響で，近年の生ごみ

処理容器等購入費補助制度の利用申請数は停滞しています。

〇焼却灰の資源化 ≪評価×≫

南部クリーンセンターでは，焼却灰をさらに灰溶融してスラグ

化していましたが，平成２３年に発生した東日本大震災に伴う福

島第一原子力発電所の事故以降，スラグに含まれる放射性物質の

濃度が基準を超えたため資源化できていません。

北部クリーンセンターでは ,平成２２年度まで焼却灰の一部を

路盤材やエコセメントとして再利用していましたが，南部クリー

ンセンターと同様，焼却灰中に基準値を超える濃度の放射性物質

が確認され，平成２３年度より資源化を中止しています。

基本方針 

協働 推進 環境美化        一歩前  

(1)３ Ｒ の 推 進 に 係 る 協 働

【ことばの解説】ドリームフラワープロジェクト
企業・千葉大学・柏市が連携して，学校現場における「環境学習の機会」と「資源循環

型社会の実践」を支援する取り組みです。具体的には，給食残渣からできた堆肥を使っ
て，子どもたちが学校花壇に花を咲かせる過程を支援します。また，花の配置は子どもた
ちがデザインします。
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① 地 域 と の 連 携

〇地域組織との連携の維持 ≪評価〇≫

希望する町会に対してごみ減量説明会を行うとともに，町会等

の資源品の排出量に応じて ,主にごみ集積所の維持管理のための

報償金を支給しています。

〇排出に関する指導の継続 ≪評価〇≫

違反ごみ出しが多い集積所については，利用者からの要望に応

じて分別の指導を行いました。また，管理システムについては，

地図情報の改善を行い，ごみ集積所管理業務の効率化を図りまし

た。ごみ出しカレンダーについては，町会やマンション等の管理

会社と連絡を取り，適切に手元に渡るよう努めました。

② 市 民 ・ 事 業 者 と の 協 働

〇特定世代向け分別リーフレットの作成等 ≪評価△≫

高校生や大学生等を対象にした啓発メニューについては行うこ

とができませんでしたが，ごみ減量広報紙「クルクルクリーンか

しわ」を若年層も興味を持ちやすいようにデザインを一新すると

ともに，内容も子育て世代等を意識したものとしました。

〇リサイクルプラザリボン館事業 ≪評価〇≫

リボン館で行われる不用品交換等の諸事業やリボン館で毎月発

行する広報紙「リボン館だより」の作成を支援し，本市公式ホー

ムページにも情報を掲載し，多くの市民が閲覧できるようにしま

した。

(2)適 正 処 理 ・ 安 定 処 理 の た め の 協 働

① 地 域 と の 連 携

〇ぽい捨て防止 ≪評価〇≫

柏市環境美化サポーターによる生活圏を中心とした清掃及び活

動に対する支援を実施しました。また，路上喫煙等防止指導員に

よるパトロール，啓発物品等の見直しを行い，環境美化・路上喫

煙等防止の推進に努めた結果，禁煙等強化区域での路上喫煙に対
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する過料徴収件数は年々減少傾向となっています。

〇不法投棄対策の推進 ≪評価〇≫

不法投棄の件数，量はともに減少しています。パトロールや広

報紙，市ホームページ等を用いた啓発活動を実施し，平成２７年

１０月には不法投棄防止カメラの移設も行いました。

② 研 究 機 関 と の 協 働

〇安全な廃棄物処理 ≪評価〇≫

放射性物質を含む焼却灰等の廃棄物の安全な最終処分や管理の

方法等に関して，各種研究機関等の知見を踏まえた検討を進めま

した。

〇高齢化社会における清掃行政 ≪評価×≫

粗大ごみの収集を始めとする高齢化社会における清掃行政に関

する課題について，他自治体の事例を調査するとともに課題の解

決について福祉部門と情報交換を行ったものの，各種研究機関と

の連携は行うことができませんでした。

基本方針 

経費削減 使  金      

(1)維 持 管 理 業 務

○北部クリーンセンター，南部クリーンセンター ≪評価〇≫

南北の両クリーンセンターともに，民間による長期管理委託に

基づき，安定的な処理体制を継続しています。

○プラスチック圧縮保管施設 ≪評価〇≫

委託契約を締結した団体のもと，圧縮保管施設を安全に管理し，

また安定的に資源化する処理体制を継続しています。

(2)収 集 運 搬 業 務

〇収集運搬業務 ≪評価〇≫

ごみ収集を安定的に継続するための民間委託の導入について検
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討を行い，平成２７年１０月から家庭系ごみ収集の一部について

民間委託を開始しました。

(3)広 域 処 理 に 関 す る 検 討

〇広域処理に関する検討 ≪評価△≫

柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合と定期的に１市２制度検討会を

開催し，資源ごみの収集等の具体的な項目について，統一処理に

向けた検討を進めました。また，柏市・我孫子市一般廃棄物広域

処理研究会では，両市での広域化・集約化の必要性等について検

討を行いました。なお，広域処理の可能性を近隣市等と検討・協

議を進めていますが，施設更新時期等の実情の把握や課題の解消

に向けた検討・調整に時間を要しています。そのため柏市全域に

おけるごみ処理ルールの統一を前提とした，より財政的なメリッ

トのある広域処理の検討まで至っていません。

(4)ご み 処 理 手 数 料 の 改 定 の 検 討

〇ごみ処理手数料の改定の検討 ≪評価△≫

消費税の増税に対応する手数料の改定を実施しました。改定に

際した検討の一環として他市の改定状況について調査を行いまし

たが，放射性物質に関する問題の発生に伴う事業者負担の増加も

あったため，処理サービス（受益）とその手数料（負担）のあり

方の精査の完了に至っておらず，手数料の実質的な改定の検討を

行うことができませんでした。

基本方針 

適正処理 推進  安定処理 継続 安全  安心   処理     

(1)法 令 遵 守 と 適 切 な 情 報 公 開

〇法令遵守と適切な情報公開 ≪評価〇≫

焼却灰，排ガス等に含まれる放射性物質の濃度の測定結果につ

いては，継続して情報を公開しています。また，清掃工場及びそ

の周辺の放射線量も定期的に情報を公開しています。また，排ガ

ス，排水等の排出基準を遵守しています。特にダイオキシン類の
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排ガス濃度測定結果については各クリーンセンター入口に掲示し

ているほか，広報かしわ，市ホームページで情報公開しています。

(2)危 機 管 理

〇危機管理 ≪評価〇≫

焼却灰の最終処分については，放射性物質汚染対処特別措置法

の処理基準を満たす市外の民間最終処分場での処分を継続すると

ともに，定期的に処分先の現地確認を実施しています。焼却施設

は適切な維持管理を行いつつ，安定的な処理を継続しています。

現在の危機管理マニュアルは東日本大震災以降に作成しており，

その中では地域防災計画を踏まえた震災時初動対応等を整備しま

した。

(3)適 正 な 中 間 処 理

○北部クリーンセンター，粗大・不燃ごみ処理施設 ≪評価△≫

毎年点検を行うとともに，委託業者による現場確認を随時行い，

不具合のあった箇所等については適切に維持管理を行っています。

また，老朽化が進みつつある施設や設備等の健全度評価や 3 年

に 1 度の精密機能検査を実施することにより，概ね良好な状態で

あることを確認するとともに，施設の将来像を検討するための現

状の把握や基本的な考え方の中間的な整理を行いました。しかし，

指定廃棄物の仮保管に関する対応等，緊急的に優先すべき課題が

新たに生じたため，施設周辺住民等の意見を踏まえた施設の将来

像の検討の完了には至りませんでした。

○南部クリーンセンター ≪評価△≫

毎年点検を行うとともに，委託業者による現場確認を随時行い，

不具合のあった箇所等については適切に維持管理を行っています。

また，３年に１度の精密機能検査を実施することにより，良好

な状態であることを確認するとともに，施設の将来像を検討する

ための現状の把握や基本的な考え方の中間的な整理を行いました。
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○柏市リサイクルプラザ ≪評価〇≫

毎年点検を行うとともに，委託業者による現場確認を随時行い，

不具合のあった箇所等については適切に維持管理を行っています。

また，３年に１度の精密機能検査を実施することにより，良好

な状態であることを確認するとともに，今後の長寿命化計画に繋

げていきます。

(4)安 定 的 な 最 終 処 分

○市外最終処分場委託 ≪評価△≫

安定的な最終処分を実施するため，複数の民間処分場と委託契

約を結んでおり，今後も長期的な視野に立ち民間処分場の確保に

ついて努めます。なお，焼却灰に放射性物質が含まれていること

から受入してもらえない民間処分場もありますが，今後放射性物

質の濃度は確実に低下していくことを踏まえ，適宜，適正な委託

処分となるよう検討します。

○家庭ごみ有料化の検討 ≪評価〇≫

平成２６年度に中核市や一部事務組合に対してアンケート調査

を実施し，家庭系ごみ有料化の影響について検討しました。また，

平成２７年度六市清掃協議会にて，有料化を導入した千葉市を含

め，近隣市との継続的な情報交換を行いました。

○資源化の推進 ≪評価×≫

焼却灰に含まれる放射性物質の影響から市内での埋立が不可能

となり，平成２３年７月より市外での処分委託を開始しました。

なお，放射性物質に関する問題は依然として継続しているため，

実質的な資源化の検討は行うことができませんでした。
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第２章 ごみ処理における課題

本市のごみの排出や処理の状況，組成調査，インターネット媒

体による市民アンケート等の結果及び「第２部第１章７これまで

の施策の評価」を踏まえ，ごみ処理における課題を整理します。

１ 排出段階での課題

(1) 家庭系ごみ

① 排出量

近年，旧柏地域における家庭系ごみの排出原単位は減少傾向で

推移しており，千葉県平均より少ない現状にあります。

しかしながら，市川市，松戸市等の近隣市より多い状況にあり，

さらなる減量が課題となっています。

図 2-2-1 家 庭 系 ご み の 排 出 原 単 位 の 千 葉 県 内 市 町 村 と の 比 較

（「 平 成 26 年 度 清 掃 事 業 の 現 況 と 実 績 」（ 千 葉 県 環 境 生 活 部 循 環 型 社 会 推

進 課 編 ） を 元 に 作 成 ）

…

…
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② 資源化可能物の混入・分別の不徹底

今回，家庭系可燃ごみの排出状況について調査した結果，資源

化可能な紙類が平均約６％（重量比）混入していることが分かり

ました。

また，市民アンケートでは，ざつ紙を資源ごみの日に出してい

ると回答された方は３６．９％に留まっており，資源化可能な紙

類がごみとして排出され資源化されていないことが課題となって

います。

図 2-2-2 ご み 組 成 調 査 結 果 （ 混 入 物 の 割 合 ： 重 量 比 ）

図 2-2-3 市 民 ア ン ケ ー ト （ 問 17） 結 果

問 17 は が き や ト イ レ ッ ト ペ ー パ ー の 芯 、 封 筒 、 メ モ 用 紙 な ど の ざ つ 紙 は 、 主 に

ど の よ う に 出 し て い ま す か 。

  他
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次に，分別の取り組みについて，市民アンケートでは，「分か

らないものは混ぜて出している」，「あまり心がけておこなって

いない」または「おこなっていない」との回答が３３．２％みら

れ，不燃ごみを排出する際，電池を取り除かずにそのまま不燃ご

みに出されている方が９ %に及んでいます。また，容器包装プラ

スチック類について平成２６年度の容器包装ベールの品質評価で

禁忌品の混入により評価が下がり，資源化可能物以外の混入もみ

られる等，分別の不徹底が課題となっています。

図 2-2-4 市 民 ア ン ケ ー ト （ 問 ６ ） 結 果

図 2-2-5 市 民 ア ン ケ ー ト （ 問 19） 結 果

問 19 リ モ コ ン 、 時 計 、 お も ち ゃ 等 を 不 燃 ご み で 出 す 際 、 使 用 さ れ て い た 電 池

は 、 取 り 除 い て 有 害 ご み の 日 に 出 し て い ま す か 。

問 ６ ご み の 分 別 は ど の 程 度 お こ な っ て い ま す か 。

 件  
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③ ごみの適正排出に関する情報の周知の不足

本 市 が お こ な っ て い る 施 策 に つ い て ，市 民 ア ン ケ ー ト で は ，

「知っているものはない」との回答が４４．１％となっています。

また，今後必要な施策として多くの方が「分別が分かりにくいも

のを広報等で定期的に取り上げること」をあげており，施策や分

別等のごみの適正排出に関する情報の周知の不足も課題となって

います。

図 2-2-6 市 民 ア ン ケ ー ト （ 問 12） 結 果

④ 高齢化社会への対応

全国的に高齢化が進んでおり，平成２７年国勢調査（平成２７

年１０月１日現在）によると，全国の高齢化率２６．６％となっ

ています。同調査での本市の高齢化率は２４．４％で，千葉県内

市町村と比べると４５位（全５４市町村）と低い状況にあります

が，今後は増加していくと予想されます。高齢者の増加に伴い，

日常生活におけるごみの排出が困難になる市民も増えると考えら

  清掃施設見学会 実施     減量説明会 開催

                    減量広報紙              発行

           実施   生  処理容器等購入費 補助

  出前授業 市内小学生対象        教室    館                 館 

        家具 自転車 販売    館 

                         館不用品交換情報    

     推進事業所   推進店推奨制度    小型家電     回収

     他    知         

問 12 柏 市 が お こ な っ て い る 以 下 の 施 策 に つ い て 、 知 っ て い る も の を 全 て お 選 び

く だ さ い 。

 件  
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れるため，これらの市民をサポートする体制の構築が必要です。

(2) 事業系ごみ

事業系ごみについては，平成２０年度から平成２２年度までは

減少しておりましたが，平成２３年度以降は増加傾向にあります。

現行計画に基づき推奨制度の拡大や，多量排出事業所への指導強

化等の対策を実施してきているところではありますが，平成２７

年度においても引き続き増加傾向にあるため，その減量が課題と

なっています。

図 2-2-7 事 業 系 ご み 総 排 出 量 の 推 移

２ 収集運搬に関する課題

平成２７年１０月から家庭系ごみ収集業務の一部が，民間委託

に移行しています。ごみ収集業務を担う市職員数は年々減少かつ

高齢化しており，安定的なごみ収集を継続するため，民間事業者

への委託について引き続き検討が必要な状況にあります。

３ 中間処理に関する課題

(1) 焼却施設及び粗大ごみ処理施設

本市が運営する焼却施設柏市清掃工場及び柏市第二清掃工場

については，合理的かつ効率的に維持・修繕・更新していく必

要があります。特に柏市清掃工場については，稼働年数が長期
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に 及んでいることから，その老朽化対策が課題となっておりま

す。

また，粗大ごみ処理施設についても，稼働年数が長期に及ん

で い る こ と か ら ， 老 朽 化 対 策 を 含 め た 合 理 的 か つ 効 率 的 に 維

持・修繕・更新が課題となっています。

(2) リサイクル施設（柏市リサイクルプラザ）

柏市リサイクルプラザは施設の稼働から１４年が経過し，今

後老朽化が進んでいくことから，長寿命化計画の策定，計画に

基づく対策工事を行い施設機能の維持・更新を図る必要があり

ます。

表 2-2-1 ご み 処 理 関 連 施 設 一 覧 （ 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

施 設 名 稼働開始年月 稼働年数 場 所

 柏市清掃工場 焼却工場   年  月   年 船戸山高野    

 柏市第二清掃工場 焼却工場    年  月   年 南増尾     

 粗大  処理施設 破砕施設    年  月   年  月 船戸山高野    

 柏市         選別 加工施設    年  月   年 十余二        
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４ 最終処分に関する課題

最終処分量の推移をみると，近年大幅に増加しており，現行計

画の目標値（平成２７年度３，５００ t 以下）を達成できていま

せん。平成２３年に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力

発電所事故以降，焼却灰から基準値を超える濃度の放射性物質が

確認されたため，焼却灰等の資源化を中止していることが要因で

す。現在も，放射性物質を含む草木類の焼却量等を調整しながら

処理を継続する必要性があるため，最終処分量やその処理費用を

軽減できないこと等が課題となっています。しかし，放射能性物

質の濃度は徐々に減少していくことから，今後は，最終処分量の

削減や処理費の軽減を目指す必要があります。

図 2-2-8 最 終 処 分 量 の 推 移
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５ ごみ処理に係る経費に関する課題

旧柏地域におけるごみ処理に係る経費（減価償却費を除くごみ

処理原価）は平成２７年度の実績で３，５５６，９１３，０００

円となっています。また，旧柏地域の年間１人当たりのごみ処理

に係る経費の推移をみると，約９，０００～１１，０００円の間

で横ばい傾向が続いています。

少子高齢化等の社会情勢の変化により市全体の財政の状況が厳

しさを増していくことからすれば，ごみ処理費用についても，そ

の削減の努力が必要となります。

図 2-2-9 年 間 １ 人 当 た り の ご み 処 理 に 係 る 経 費 の 推 移

（ 減 価 償 却 費 を 除 く ）

６ 災害発生時の廃棄物処理に関する課題

現在，本市の災害発生時の廃棄物処理については，地域防災計

画に位置付けています。しかし，東日本大震災をはじめ，豪雨・

竜巻・台風・地震等の甚大な被害をもたらす災害が近年増加して

いることから，より迅速かつ円滑に対応できるよう災害廃棄物処

理計画の策定や体制の整備が求められています。
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７ 放射性物質に関する課題

平成２３年に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電

所事故により放出された放射性物質を含むごみを焼却した結果，

指定廃棄物（放射性物質の濃度が１キログラムあたり８，０００

ベクレルを超える焼却灰）が生じたため，本市では仮保管を行っ

ています。指定廃棄物については，国の責任のもと，適切な方法

で処理することとなっており，現在，指定廃棄物長期管理施設の

候補地選定が進められています。国が同施設を確保するまで，指

定廃棄物の適切な保管を継続する必要があります。

８ １市２制度に関する課題

本 市 と 旧 沼 南 町 の 合 併 の 際 ， 旧 沼 南 町域 に 関 し て は ， 柏 ・ 白

井・鎌ケ谷環境衛生組合による広域処理が継続されました。その

結果，本市全体として見た場合に旧柏地域と旧沼南地域に２つの

ごみ処理ルールが存在することとなり，市民のごみ処理に関する

制度差異や負担費用の不均衡等といった問題，いわゆる１市２制

度に関する問題が継続しています。

ごみ処理の効率性向上や地域による差異のない市民サービスの

提供に向けて，その改善が求められています。
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第３章 基本理念及び計画目標

１ 基本理念

本市は，これまでの計画において「ごみ処分ゼロ社会」「循環

未来都市かしわ」を基本理念とし，循環型社会形成の推進に取り

組んできました。

その結果，ごみ排出量は減少し，市民１人１日当たりの排出量

についても現行計画の目標を達成しています。

しかしながら，人口減少という局面を迎えるに当たり，本市に

は，さらなる廃棄物の削減や収集運搬・中間処理等の各段階にお

いて効率化を図り，より無駄のない廃棄物行政が求められていま

す。

また，地震や風水害等の大規模な災害が発生し市民の安全安心

に関する意識が高まっている今日，災害時における廃棄物処理の

安定した継続と災害により発生する廃棄物の適正かつ円滑な処理

が求められています。

さらに，本市には，現在の豊かな自然環境だけでなく，便利で

快適な社会環境や財政状況も含めて，次世代の負担とならないよ

うな，承継すべき環境を目指す努力が求められています。

経費負担を削減しつつ，ごみ量削減を目指し，かつ，ごみ処理

体制に関するリスクを軽減しようとする今後の取り組みを総称し，

「スリムかしわ～豊かな環境の承継のために～」として提唱し，

本計画における基本理念とします。
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２ 基本方針

基本理念の実現に必要な要素として，以下の５項目を基本方針

とします。

図 2-3-1 基 本 理 念 と 基 本 方 針

① 発生抑制を最優先とした３Ｒのために１ＴＲＹ

② 協働の推進

③ 経費削減

④ 適正処理の推進・安定的な処理の継続

⑤ 安全安心なごみ処理

 協 働  推 進

 環境美化        一歩前  

     及 適正排出 推進 係 協働

   適正処理 安定処理    協働

   法令遵守 適切 情報公開

   適正 中間処理

   安定的 最終処分

 適正処理 推進 

安定的 処理 継続

   危機管理

   災害廃棄物 処理体制 

整備

   危険物及 有害物質 含

 廃棄物 適正排出

基本理念

 安全安心   処理

 発生抑制 最優先             

                     

(1) ごみ発生抑制に向けた指導・啓発活動

(2) リユースの推進

(3) 資源化の推進

 使   金       

 経費削減

   維持管理業務

   収集運搬業務

   広域処理 関  検討

   直接搬入  処理手数

料 改定 検討

 豊  環境 承継     
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平成２４年３月に策定した現行計画では，①３Ｒのために１Ｔ

ＲＹ②協働の推進③経費削減④適正処理の推進・安定処理の継続

の４項目を基本方針としていました。

その後，廃棄物を取り巻く社会情勢等も変化しており，国によ

る各計画の改訂も行われました。第四次環境基本計画においては，

「①発生抑制②再使用③再生利用④熱回収⑤適正処分の優先順位

に従い対策を進める」こと，また「有害物質の適正処理や災害に

強い廃棄物処理体制の構築等，安全・安心の観点からの取り組み

を強化する」ことが明記されています。さらに循環基本計画にお

いては，リサイクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユ

ース）の取り組みがより進む社会経済システムの構築が掲げられ

ています。

これら廃棄物における国の方向性の見直しを受け，本計画にお

ける基本方針を以下のとおり定めます。

①発生抑制を最優先とした３Ｒのために１ＴＲＹ

本計画の基本理念「スリムかしわ」を実現するため，基本方針

の３Ｒに関する項目を，『①発生抑制を最優先とした３Ｒのため

に１ＴＲＹ』とします。「ごみとなるものを買わない」，「食材

等を使い切る」，「分別を徹底する」といった環境負荷の少ない

ライフスタイルの実現に向けて，家庭や職場でできる身近な取り

組みを進める機会の創出を図ります。

家庭で１ＴＲＹ（例） 職場で１ＴＲＹ（例）

水きり エコバッグ

の利用
紙類の資源化分別の徹底食材の使いきり

・食べきり
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②協働の推進

ごみ排出量のさらなる削減や適正排出を実現するためには，市

民 ・ 事業 者 ・ 行 政が そ れ ぞ れの 役 割 を 果た し ， 相 互に 連 携 し て

様々な施策に取り組んでいくことが不可欠です。ごみ減量広報紙

「クルクルクリーンかしわ」や各種講座を通じて情報の提供や課

題の共有を進め，今後もより一層の『②協働の推進』を図ります。

③経費削減

本市では，廃棄物の収集運搬費や中間処理施設等の維持管理費

の抑制に向け，ごみ収集量及び処理量の削減だけでなく一部の収

集運搬や北部クリーンセンター，南部クリーンセンターの維持管

理の民間委託等に取り組んでいます。

しかし，市の財政状況は厳しく，限られた財源の中で安定した

ごみ処理を継続していくため，引き続き『③経費節減』に努めま

す。

④適正処理の推進・安定的な処理の継続

現在，本市は南北二清掃工場体制で焼却処理を行っていますが，

施設の老朽化に伴い施設の更新準備が必要な時期を迎えています。

将来へ続く『④適正処理の推進・安定的な処理の継続』に向けて，

焼却施設だけでなく，柏市リサイクルプラザや市外民間最終処分

を含めた処理体制について検討を進めます。

⑤安全安心なごみ処理

本市では，現行計画において，危機管理への対応としてマニュ

アルの整備等を行ってきましたが，近年，災害廃棄物の処理に係

る問題が顕在化し，国民の安全意識が高まる中，本市においても

重点的な対応が求められています。

そのため，本計画では，特に災害廃棄物や有害物質に係る項目

として，新たに『⑤安全安心なごみ処理』を設定します。

【ことばの解説】協働
市民・事業者・市等が，それぞれの立場に応じた役割分担のもとで，環境保全やまちづ

くり等に関する共通の目標，理念を持ち，その実現に向けた取り組みを行うときの協調的
関係のこと。
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３ 計画目標

目標値の設定に当たっては，ごみ処理の現況を踏まえつつ，廃

棄物処理基本方針や県処理計画において示された新たな目標等を

考慮し，効果的な施策の展開によって実現を目指す新たな目標値

を定めることとします。

(1) 排出原単位

旧柏地域の１人１日当たりのごみ排出量（排出原単位）は，

平成２７年度実績８６８ｇで，国の循環基本計画の排出原単位

の目標値８９０ｇ（目標年次平成３２年度）を前倒しで達成し

ています。このような中にあっても，本計画の基本理念「スリ

ムかしわ～豊かな環境の承継のために～」を実現するためには，

更なる減量を目指す必要があります。

国の循環基本計画の排出原単位の目標値８９０ｇ（目標年次

平成３２年度）は，平成２６年度実績対比では６％減となりま

す。この割合を本計画の目標年次平成３３年度まで推移すると，

平成２６年度対比７％減となります。

このようなことを踏まえ，旧柏地域の排出原単位を平成 33

年度までに平成２６年度の実績８９２ｇから７％減の８３０ｇ

以下にすることを目標とします。

(2) １人１日当たりの家庭系ごみの排出量

旧柏地域の１人１日当たりの資源品を除いた家庭系ごみの排

出量は，平成２６年度実績４４２ｇであり，国の循環基本計画

及び県処理計画の目標値５００ｇ（目標年次平成３２年度）を

前倒しで達成しています。

このような中にあっても，本計画の基本理念「スリムかしわ

８３０ｇ以下：平成２６年度比約７％削減

（目標平成３３年度）

３９２ｇ以下：平成２６年度実績から５０g 減

※資源品を除く（目標平成３３年度）
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～豊かな環境の承継のために～」を実現するためには，ごみの

中でも割合の高い資源品を除いた家庭系ごみについて，積極的

に減量に取り組む必要があります。

そのため本計画では，従前の減量施策に加えて新たな減量施

策等を実施し，１人１日当たりの資源品を除いた家庭系ごみの

排出量を，平成３３年度までに平成２６年度の実績から５０ｇ

減の３９２ｇ以下にすることを目標とします。

(3) 総資源化率

ペットボトルやビンの製造技術の向上による軽量化，新聞，

雑誌の購読者の減少等のライフスタイルの変容が主たる要因で，

資源回収量が今後も減少することが見込まれていることもあり，

資源化物の量を総ごみ量で除して得られる総資源化率は，平成

３ ３ 年 度 の 推 計 値 が 平 成 ２ ６ 年 度 実 績 か ら 約 ２ ％ 減 の ２ １ ．

６％となり，数値の伸びは見込むことができない状況です。

このような状況にあっても本計画の基本理念「スリムかしわ

～豊かな環境の承継のために～」を実現するには，資源化可能

な物がごみとしてではなく資源品として排出されるようするな

どの資源化を進める必要があります。

そのため本計画では，平成３３年度の総資源化率について，

平成２６年度の総資源化率からの減少幅を推計の半分に留め，

約２２．５％とすることを目標とします。

(4) 最終処分量（埋立量）

平成２４年度以降，本市は市内において焼却灰を埋立処分す

るための最終処分場を保有しなくなったことから，焼却灰等の

最終処分を市外の民間最終処分場において委託処理しているこ

約２２.５％

（目標平成３３年度）

１０，２００ｔ以下：平成２６年度比約１８％減

（目標平成３３年度）
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とを考慮し，最終処分量の目標は，廃棄物処理基本方針より高

い目標とします。

平成２６年度実績１２，４３２ t と比較し約１８％削減する

目標です。

※ 本市における放射性物質を含む焼却灰等の処理については，

本計画策定時点に至っても，焼却灰等の資源化の中止や，草

木類の焼却量調整といった，緊急的かつ臨時的な措置を継続

しています。

上記目標値は，今後も同様の措置を継続することを想定し，

設定したものです。

旧沼南地域における計画と目標について

旧沼南地域のごみ（し尿を除く。）については，柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合におい
て策定された「一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」に従い，取り組みを進めています。

直近の計画は，平成 25 年３月に改定されており，平成 29 年度を目標年度として目標値
等が定められています。

目標の設定項目及び数値は以下のとおりです。

(1)排出原単位

平成 23 年度比 約５％削減
（平成 23 年度：824g/人/日 → 平成 29 年度：782g/人/日以下）

(2)総資源化率

平成 23 年度比 約５ポイント増加
（平成 23 年度：23.3％ → 平成 29 年度：28.3％以上）

(3)最終処分量（埋立量）

平成 23 年度比 １割以上の削減
（平成 23 年度：4,129t → 平成 29 年度：3,500t 以下）
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第４章 これからの施策

基本理念及び基本方針に基づき，第 1 章の現行計画における施

策の評価や第２章で整理した課題を受け，目標の達成と循環型社

会の実現に向けた施策体系を次のとおりとします。

協

働

 
推

進

[市 外 の 民 間 最 終 処 分 場 へ の 委 託 /家 庭 系 ご み 有 料 化 の 検 討 （ 再 掲 ） ]

[北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー ， 粗 大 ・ 不 燃 ご み 処 理 施 設 /南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー /柏 市 リ サ

イ ク ル プ ラ ザ ]

[北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー ・ 南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー /プ ラ ス チ ッ ク 圧 縮 保 管 施 設 ]

① 地 域 と の 連 携 ・ 協 働

[ぽ い 捨 て 防 止 /不 法 投 棄 対 策 の 推 進 ]

② 研 究 機 関 と の 連 携

[安 全 な 廃 棄 物 処 理 ]

① 地 域 と の 連 携 ・ 協 働

[地 域 組 織 と の 連 携 維 持 /ご み 出 し 困 難 者 対 策 /適 正 排 出 推 進 の 継 続 ]

② 市 民 ・ 事 業 者 と の 連 携 ・ 協 働

[分 別 に 関 す る 情 報 の 周 知 の 充 実 /転 入 者 対 策 /柏 市 リ サ イ ク ル プ ラ ザ リ ボ ン 館 事 業 /市 民

団 体 ・ Ｎ Ｐ Ｏ 団 体 と の 連 携 ・ 協 働 /イ ベ ン ト 時 の ご み 排 出 抑 制 /意 見 交 換 及 び 意 見 聴 取 ]

[指 定 ご み 袋 に よ る 分 別 徹 底 ・ 資 源 化 の 推 進 /資 源 化 に 対 す る 適 正 対 価 の 確 保 /容 器 包

装 プ ラ ス チ ッ ク 類 の 資 源 化 /家 庭 系 紙 ご み の 資 源 化 /事 業 系 紙 ご み の 資 源 化 /食 品 廃 棄

物 等 の 資 源 化 /小 型 家 電 リ サ イ ク ル の 推 進 /焼 却 灰 の 資 源 化 ]

[再 利 用 品 の 販 売 ・ 情 報 提 供 /環 境 物 品 へ の 転 換 ]

( 2 )リ ユ ー ス の 推 進

(3 )資 源 化 の 推 進

① 家 庭 系 ご み の 減 量

[啓 発 事 業 の 推 進 /環 境 学 習 の 推 進 /食 品 ロ ス 削 減 の 推 進 /生 ご み の 減 量 の 推 進 /家 庭 系

ご み 有 料 化 の 検 討 ]

② 事 業 系 ご み の 減 量

[推 奨 制 度 の 拡 充 /事 業 系 ご み 減 量 チ ラ シ の 作 成 ・ 運 用 /多 量 排 出 事 業 所 へ の 指 導 強 化 ]

( 1 )ご み 排 出 抑 制 に 向 け た 指 導 ・ 啓 発 活 動

(1 )３ Ｒ 及 び 適 正 排 出 の 推 進 に 係 る 協 働

(2 )適 正 処 理 ・ 安 定 処 理 の た め の 協 働

 

( 1 )維 持 管 理 業 務

(1 )法 令 遵 守 と 適 切 な 情 報 公 開

(2 )適 正 な 中 間 処 理

(3 )安 定 的 な 最 終 処 分

(2 )収 集 運 搬 業 務

(3 )広 域 処 理 に 関 す る 検 討

(4 )直 接 搬 入 の ご み 処 理 手 数 料 の 改 定 の 検 討

(1 )危 機 管 理

(2 )災 害 廃 棄 物 の 処 理 体 制 の 整 備

(3 )危 険 物 及 び 有 害 物 質 を 含 む 廃 棄 物 の 適 正 排 出

発

生

抑

制

 
最

優

先

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

経

費

削

減

 

適

正

処

理

 
推

進

 
安

定

的

 
処

理

 
継
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安
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安

心

 
 
 
処

理

 

図 2-4-1 施 策 体 系

＜ 基 本 方 針 ＞ ＜ 施 策 ＞
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１ 発生抑制を最優先とした３Ｒのために１ＴＲＹ

～シンプルライフ・ワークでごみをスリムに～

(1) ごみ排出抑制に向けた指導・啓発活動

① 家庭系ごみの減量

・ 啓 発 事 業 の 推 進

ごみの分別の徹底や生ごみの水切りといった市民が日常的に

できる取り組みを紹介する等，ごみ減量広報紙「クルクルクリ

ーンかしわ」や市ホームページによる啓発を継続します。また，

啓発の対象を考慮した情報発信媒体の利用や適切な広報時期の

選択等を行い，転入者に向けた啓発事業を行っていきます。

・ 環 境 学 習 の 推 進

市の教育部門と連携し，学習冊子の作成や出前授業の継続的

な実施，体験学習等を推進し，ごみや環境問題への意識の向上

に取り組む等，小中学生を対象とした環境学習の強化を図りま

す。

柏市リサイクルプラザリボン館における各種講座の開催や展

示コーナーでの啓発展示については，先進事例などの研究を行

いながら，より市民の意識に訴えかけ，環境に関する主体的な

行動につながるものを企画していきます。

・ 食 品 ロ ス 削 減 の 推 進

日本における食品ロスの量は年間６３２万トン（平成２５年

度）で，国民１人当たりお茶腕約１杯分（約１３６ｇ）の食品

が毎日捨てられている計算になります。このような食品ロスの

削減を目指し，関係府省庁による「食品ロス削減国民運動（Ｎ

３Ｒを進めるには，本市をはじめ，市民・事業者・関係団体

等，各主体がそれぞれのライフスタイルや事業活動を見直し，

ごみをできるだけ出さない，環境負荷の少ない行動に自主的に

取り組むことが必要です。最初の１ＴＲＹをはじめるきっかけ

となる施策を展開します。
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Ｏ － ＦＯＯＤＬＯＳＳ ＰＲＯＪＥＣＴ）」が展開されていま

す。

これらの現状を踏まえ，他の自治体と食品ロス削減の施策や

ノウハウを共有するとともに，家庭や飲食店における食品の使

いきりや食べきりを促進する取り組みを推進します。また，関

係機関や関連市民団体，ＮＰＯ団体等と連携し，イベントにお

けるフードドライブ活動の支援を継続します。

・ 生 ご み の 減 量 の 推 進

生ごみの減量を進めていくために，本市では生ごみ処理容器

等購入費補助制度を継続し，その利用状況や減量等の効果を定

期的に測定します。今後はより多くの方に実践してもらうため，

測定した効果について適切な時期及び媒体を選択して広報を行

います。また，その広報にあわせて，水切りや食べきり等市民

が日常生活の中で気軽に取り組むことのできる生ごみ減量手法

の普及に努めます。

・ 家 庭 系 ご み 有 料 化 の 検 討

家庭系ごみの有料化は，ごみ処理に関する費用負担の公平化

の他，ごみの発生抑制及び最終処分量の削減に一定のインセン

ティブを与え，「スリムかしわ」の実現に寄与すると考えられ

ます。

近隣市等の状況を調査しながら有料化のメリット・デメリッ

トの分析等を進め，家庭系ごみ有料化の手法，効果等に関する

検討を継続します。

② 事業系ごみの減量

・ 推 奨 制 度 の 拡 大

３Ｒ推進事業所・３Ｒ推進店推奨制度について，導入後の制

度の周知が不足しているという課題があるため，市内の事業者

への周知を充実させる広報を行うとともに，登録事業者の情報

を市ホームページ等へ掲載してＰＲを行い，３Ｒへ積極的に取

り組む事業所，店舗等支援の拡充を図ります。
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・ 事 業 系 ご み 減 量 チ ラ シ の 作 成 ・ 運 用

クリーンセンターへ搬入された事業系ごみの内容を検査する

ことにより，資源品や不適物の混入等の分別状況を把握し，排

出事業者への指導や情報提供等に生かします。

また，事業者の自主的なごみ減量に向けた取り組みを支援す

るため，事業系ごみの減量チラシを作成し，無理なく実行でき

る取り組みを紹介します。

中小規模事業者に対する情報提供については，業種等の特性

によって生じる廃棄物の特徴を考慮したうえで効果的な手段を

検討し，ごみ減量のための働きかけを強化します。

・ 多 量 排 出 事 業 所 へ の 指 導 強 化

事業系一般廃棄物減量計画書の様式が分かりにくく，提出率

が低下していることが課題となっているため，様式および提出

方法を見直すとともに，提出された計画書等を分析した結果を

もとに直接訪問指導を行います。指導に際しては事業者のコス

ト意識に訴えかけることにより減量施策の推進を図ります。

また，一事業者として，市も率先してごみ減量に取り組み，

他の事業者の規範となるべくごみの減量を進めます。

(2) リユースの推進

・ 再 利 用 品 の 販 売 ・ 情 報 提 供

柏市リサイクルプラザリボン館において，粗大ごみとして出

された家具等の修理，展示・販売を継続します。

市内におけるフリ－マーケットの開催や，各種リフォーム・

修理，市内リサイクル品取扱店について情報提供に努めます。

・ 環 境 物 品 へ の 転 換

更に環境負荷の少ない製品に関する情報を提供します。

リユース食器（飲料用カップ等）については，市主催のイベ

ント等において活用を推進します。

(3) 資源化の推進

・ 指 定 ご み 袋 に よ る 分 別 徹 底 ・ 資 源 化の 推 進
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指定ごみ袋制度を継続するとともに，分別区分が分かりにく

い品目や排出方法の間違いの多い品目について情報を周知し，

ごみ分別の徹底・資源化の促進を図ります。

資源化に適する品目の調査と，排出方法や分別区分の見直し

の検討を行います。

・ 資 源 化 に 対 す る 適 正 対 価 の 確 保

適正な資源化の推進や財政的な負担の軽減を図り，各種リサ

イクル法の処理ルートを原則としつつ，古紙や金属類等の売却

を継続します。

・ 容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク 類 の 資 源 化

禁忌品の混入等，分別の不徹底が課題となっているため，広

報等による分別方法の広報を行い，適正排出を促進するととも

に，容器包装リサイクル協会を通じての資源化を継続します。

・ 家 庭 系 紙 ご み の 資 源 化

ざつ紙をはじめ，資源化可能な紙類が可燃ごみとして排出さ

れていることが課題となっています。これらの紙類が可燃ごみ

に混入して排出されないよう，分別区分や排出方法等について

広報を行います。

・ 事 業 系 紙 ご み の 資 源 化

ざつ紙をはじめ，資源化可能な紙類が可燃ごみとして排出さ

れていることが課題となっています。事業系ごみ減量チラシの

運用に合わせ，排出事業者と収集運搬事業者との連携を求め，

資源化を推進します。

・ 食 品 廃 棄 物 等 の 資 源 化

排出事業者による食品リサイクル法に基づく食品廃棄物等の

資源化への取り組みを支援します。現在行っている市内学校給

食残渣の堆肥化（ドリームフラワープロジェクト）については，

継続して取り組みます。

・ 小 型 家 電 リ サ イ ク ル の 推 進

今後も小型家電の回収事業について幅広い周知を行い，回収
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量の増加に努めます。

また，市民の利便性を高めてより一層の活用を促すため，回

収方法の改善や回収品目の追加等について検討します。

・ 焼 却 灰 の 資 源 化

北部クリーンセンター及び南部クリーンセンターから発生す

る焼却灰については，基準値を超える濃度の放射性物質が確認

されたため資源化を中止しています。しかし，濃度が十分に低

下し，安全が確認できるようになった場合，資源化に向けた取

り組みが必要となります。将来の資源化再開を目指し，資源化

を図るためのルートの探索と検討を行います。
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２ 協働の推進 ～環境美化のためにみんなで一歩前へ～

(1) ３Ｒ及び適正排出の推進に係る協働

① 地域との連携・協働

・ 地 域 組 織 と の 連 携 の 維 持

家庭系ごみの分別や減量をさらに進めるためには，地域との

連携が不可欠です。地域におけるごみ出しカレンダー配布にお

ける連携を継続するとともに，町会長会議やごみ減量説明会等

を通じて，廃棄物政策等に係る情報の提供や課題の共有，施策

の浸透を図ります。

・ ご み 出 し 困 難 者 対 策

少子高齢化社会の進展によりごみ出し困難者の増加が大きな

課題となると予想されます。このような状況を見据え，福祉部

門と連携しながら，ごみ出し困難者のサポートを行う団体への

助成等を検討します。また，粗大ごみ収集時におけるごみ出し

困難者への収集支援を検討します。

② 市民・事業者との連携・協働

・ 分 別 に 関 す る 情 報 の 周 知 の 充 実

紙類や容器包装プラスチック類等の資源化できる物の可燃ご

みへの混入や分別の不徹底が課題となっています。ごみ減量広

報紙「クルクルクリーンかしわ」やごみ出しカレンダーの紙面

市民，町会・自治会・ＮＰＯ団体，事業者，行政等がそれぞ

れ連携しながら役割を果たすことは，清掃分野に限らず，今後

の社会運営の前提となりますが，特に環境美化分野に関しては

意義の大きなものです。本市では，これまでに培われてきた協

働を維持していくとともに，より幅広い主体による効果的な協

働の実現のため，みんなで一歩前に進むための取り組みが求め

られています。
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内 容 の充実を図り ,窓口，電話によるごみ分別案内も引き続き

行います。

特に，若年層への訴求力が高い啓発活動を行うことが課題と

なっていることから，スマートフォンで利用できるごみ分別ア

プリ等多様な情報提供の手段を検討し，より多くの市民に分別

する理由や方法等を理解してもらう工夫をします。

また，家庭から排出されるスプレー缶やライター等の危険物，

注射器等の在宅医療廃棄物についても適正な分別・排出方法を

周知徹底します。

・ 適 正 排 出 推 進 の 継 続

ごみ出しカレンダー，ごみ分別早見表（５０音順表），市ホ

ームページ及び広報かしわ等を活用したごみの適正排出の推進

を継続します。

また，集積所利用者からの相談に対しては，現場の確認，注

意喚起の張り紙作成等の対応を行います。

・ 転 入 者 対 策

本市への転入者数は毎年約２万人程度となっており，これら

の新たな市民に対し，関係部門と連携して，転入手続き時のご

み出しカレンダーに加えてごみ分別早見表（５０音順表）配布

の実施を検討します。

また，新たにごみ出しガイドブックの作成を検討します。

・ 柏 市 リ サ イ ク ル プ ラ ザ リ ボ ン 館 事 業

柏市リサイクルプラザリボン館のホームページ運営や広報紙

作成，不用品交換制度等の新たな業務への取り組み，継続的な

活動を見据えた人材育成を支援します。

・ 町 会 ・ 自 治 会 ・ ＮＰ Ｏ 団 体 と の 連 携 ・ 協 働

若年層や子育て世代等へのごみの適正な排出や資源品の分別，

その他３Ｒに資する活動を促進するため，関連する町会・自治

会・ＮＰＯ団体と連携して，イベントや講座等の共催に取り組

みます。
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・ イ ベ ン ト 時 の ご み 排 出 抑 制

イベントや講座等の開催においては，ごみの分別排出，紙資

料の配布削減等を呼びかけ，市民，市民団体・ＮＰＯ団体，事

業者と協働でごみの排出抑制に取り組みます。

・ 意 見 交 換 及 び 意 見 聴 取

ごみ減量説明会や清掃施設見学会を市民の意見を聞くことが

できる機会として捉え，アンケートや意見交換の時間等を設け

ることで市民の声を広く集め，施策に反映できる仕組みづくり

に取り組みます。

(2) 適正処理・安定処理のための協働

① 地域との連携・協働

・ ぽ い 捨 て 防 止

柏市美化サポーター，市民団体・環境ボランティア団体等と

連携するとともに，地域清掃や委託による各駅周辺清掃を通じ

た地域の環境美化の推進に向けた取り組みを継続いたします。

また，さらなるぽい捨て防止に向け，横断幕，ホームページ

や柏駅前アナウンス等での啓発を実施していくことと併せ，路

上喫煙等防止指導員による路上喫煙等防止パトロールを継続的

に行います。

・ 不 法 投 棄 対 策 の 推 進

市民・事業者・警察・近隣市・県等と連携して監視活動を実

施するとともに，緊密な情報交換を図り，不法投棄の未然防止

に取り組みます。

また，近隣市等と協力して不法投棄防止パトロールを継続し

て行います。

② 研究機関との連携

・ 安 全 な 廃 棄 物 処 理

各種研究機関と連携を図り，廃棄物の安全な最終処分や管理

の方法に関する知見を得るよう努めます。
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３ 経費削減 ～使うお金はスリムに～

(1) 維持管理業務

・ 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー ， 南 部 ク リ ーン セ ン タ ー

南北の両クリーンセンターの維持管理費の削減や施設運営の

効率化に向け，民間委託による維持管理を継続し，安定的な処

理体制を維持します。

・ プ ラ ス チ ッ ク 圧 縮 保 管 施 設

適正に施設の維持管理がなされ，容器包装リサイクル協会を

通じて容器包装プラスチック類の資源化が確実にできるように，

安定的な処理体制を継続します。

(2) 収集運搬業務

退職等によって市職員が減少しているため，確実で安定的な

収集運搬が将来においても行われるよう，引き続き段階的な民

間委託の導入について検討を進めます。

(3) 広域処理に関する検討

旧 沼 南 地 域 に つ い て は ， 市 町 合 併 と い う 特 別 な 事 情 の 中 で

柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合による広域処理を継続してきま

した。その結果，現在においても３つの清掃工場と２つのごみ

処理制度が継続しており，ごみ発生量と焼却可能量との乖離，

市民のニーズが多様化する一方，本市の財政は厳しい状況に

あり，今まで以上の経費削減が求められています。

しかしながら，日々発生するごみの処理は確実に行っていく

必要があり，処理経費の削減は非常に困難な課題となっていま

す。

このようなことから各施設の効率的な運営を図るとともに，

ごみ量の削減と排出量に応じた処理費用の負担の在り方等につ

いても十分な検討を進める必要があります。
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ごみ処理に関する制度の差異や費用負担の不均衡等の問題が生

じています。今後の本市全域における排出方法の統一に向けた

分別区分の見直しを実施します。

また，本市全域におけるごみ処理ルールの統一を前提とした

うえで，より財政的なメリットのある広域処理について検討し

ます。

(4) 直接搬入ごみの処理手数料の改定の検討

本市全域におけるごみ処理ルールの統一に向けて，次回消費

税改定時に合わせた手数料の改定について検討します。検討の

際には，ごみの収集や焼却といった処理サービス（受益）とそ

の手数料（負担）の適正なあり方等についても精査を行います。
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４ 適正処理の推進・安定的な処理の継続

(1) 法令遵守と適切な情報公開

本市は，これまで法令遵守と適切な情報公開に努めてきまし

たが，平成２０年の中核市移行後，一般廃棄物処理施設の設置

許可権限を新たに有したことに伴い，より厳格な運用が求めら

れています。

平成２３年に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発

電所事故の影響による放射性物質を含む焼却灰の取り扱いにつ

いてだけでなく，一般廃棄物処理施設における環境基準の遵守

やダイオキシン対策等，環境対策についても万全を期し，今後

も市ホームページ等の広報において測定結果等の定期的かつ適

切な情報の公開を行います。

(2) 適正な中間処理

・ 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー ， 粗 大 ・ 不 燃ご み 処 理 施 設

北部クリーンセンター及び粗大・不燃ごみ処理施設は，平成

３４年３月までの長期責任委託によって適切に点検整備が実施

されています。今後とも安定的な稼働運用を図りつつ，良好な

運転を継続します。委託期間終了時には稼働から３０年が経過

するため，施設の維持・修繕・更新に向けた検討が課題となっ

ています。計画的な老朽化への対策やごみ処理施設の将来像に

ついて，施設周辺町会等の意見を踏まえながら検討を行います。

・ 南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー

南部クリーンセンターは，北部クリーンセンターと同様，平

成３７年３月まで長期責任委託により，適切に点検整備が実施

現在，本市は焼却灰等の最終処分を市外の民間最終処分場に

委託しており，中間処理施設の稼働年数も長期化していること

から，清掃事業全般について，改めて適正処理・安定的な処理

の継続に向けた方針の決定が求められています。
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されており，運転状況は良好です。今後とも安定的な稼働運用

を図りつつ，北部クリーンセンターの将来像の検討にあわせ，

計画的な老朽化対策や新たなごみ処理施設の検討に着手します。

・ 柏 市 リ サ イ ク ル プ ラ ザ

柏市リサイクルプラザは，適切な維持管理を行っており，現

在施設の運転状況は良好ですが，稼働から１４年が経過し，修

繕すべき設備等も生じてきています。

今後も適正な処理体制を維持していくため，老朽化対策（長

寿命化）に必要な整備等に関する情報を取りまとめ，対応を検

討していきます。

(3) 安定的な最終処分

・ 市 外 の 民 間 最 終 処 分 場 へ の 委 託

本市では，柏市最終処分場の使用期間が終了した平成２３年

度以降，市外の民間最終処分場への最終処分委託を行っていま

す。委託先については，搬出先の自治体の理解を十分に得たう

えで，安定的な処理がなされることを最優先に，費用負担を考

慮し選定します。

また，埋立物の排出者として，安定的な最終処分がなされて

いることを定期的に現地において確認します。

・ 家 庭 系 ご み 有 料 化 の 検 討 （ 再 掲 ）

家庭系ごみの有料化は，ごみ処理に関する費用負担の公平化

の他，ごみの発生抑制及び最終処分量の削減に一定のインセン

ティブを与え，「スリムかしわ」の実現に寄与すると考えられ

ます。

近隣市等の状況を調査しながら有料化のメリット・デメリッ

トの分析等を進め，家庭系ごみ有料化の手法，効果等に関する

検討を継続します。
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５ 安全安心なごみ処理

(1) 危機管理

焼却灰の埋立処分を終了した市内の最終処分場においては，

十分な飛散・流出防止対策や放射線漏出対策を実施し，長期に

わたって適切な管理を継続します。

焼却施設においては，排水や排気を経由して放射性物質が放

出されることのないよう，適切な維持管理を行い，安定的な処

理を継続します。

市内３箇所で仮保管を継続している放射性物質汚染対処特措

法により指定された指定廃棄物については，国が責任を持って

処理していくものであるため，指定廃棄物の処理先となる国の

長期管理施設が早期に確保されるよう，同様の問題を抱える近

隣市等との連携のもと，適宜，国へ働きかけるとともに，一層

の安全・安心な仮保管に努めます。

(2) 災害廃棄物の処理体制の整備

本市では，危機管理マニュアルの整備や災害協定の締結とい

った危機管理対応に取り組んできましたが，近年頻発する風水

害や地震等へ対応するため，災害廃棄物の円滑かつ安心安全な

処理に向けた体制の整備が課題となっています。そのため，発

災後の応急対応から復旧復興の対応までを定めた災害廃棄物処

平成２３年に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発

電所事故以降，南北の両クリーンセンターから排出される基準

値を超える濃度の放射性物質が確認され，また，近年各地で発

生する地震や風水害における多量の災害廃棄物の発生と処理の

問題を受けて，災害発生時における危機管理及びごみの円滑か

つ安全安心な処理について高い関心が寄せられています。

また，収集運搬において爆発や火災，環境汚染の恐れのある

危険物や有害廃棄物を安全かつ確実に処理するため，適正な排

出方法等について情報の周知徹底が求められています。
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理計画を策定します。

(3) 危険物及び有害物質を含む廃棄物の適正排出

スプレー缶やライター等の不適正な排出は，ごみ収集車での

爆発や火災の原因となる恐れがあります。また，今後在宅医療

の普及に伴い増加が見込まれる注射器等の在宅医療廃棄物につ

いては，けがや感染症の原因となる恐れがあります。これらに

ついては，ごみ出しカレンダーや市ホームページ，広報かしわ

等により分別方法を周知徹底し，排出時の混入防止を図り，収

集作業の安全性を確保します。

また，新たに制定された「水銀による環境の汚染の防止に関

する法律」（平成２７年法律第４２号）では，市町村は廃棄さ

れた水銀使用製品の適正な回収に必要な措置の実施に努めるこ

とが求められています。本市においても国のガイドラインを踏

まえ，水銀使用廃製品の適正な処理に向け，排出方法等の周知

を図ります。
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第５章 計画の推進体制と進行管理

１ 推進体制

「第４章 これからの施策」における各施策の実効性・継続性

を高めるためには，行政だけではなく，市民，町会・自治会・Ｎ

ＰＯ団体，事業者等がそれぞれの役割を果たすとともに，これら

の様々な主体が自主的に又協働して取り組む体制が必要です。

本市は，協働体制の構築に向けて，各種情報の発信や各主体が

意見交換・交流する場の創出等に努めます。また，本市だけでは

対応が困難な事項については，近隣市等との連携や国・県に対す

る働きかけを行います。

図 2-5-1 市 民 ・ 事 業 者 ・ 行 政 等 の 協 働 体 制

環境 配慮       提供

環境 配慮  購買行動

市民

町会・自治会

NPO 団体

事業者

行政
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２ 進行管理

計画の進行管理は環境マネジメントシステムの考え方であるＰ

ＤＣＡサイクルにより行います。

計画（Ｐｌａｎ）に沿った施策を実施（Ｄｏ）し，目標値の達

成状況や市民・事業者・行政の取り組みの状況等について点検・

評価（Ｃｈｅｃｋ）を行い，必要に応じて施策の改善や計画の見

直し（Ａｃｔｉｏｎ）等を図ります。

また，社会情勢の変化や関係法令の改正等の動向に適切に対応

するため，必要に応じて計画の見直しを行うものとします。

図 2-5-2 進 行 管 理 手 法



第 部 生活排水処理基本計画
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第１章 現状

１ 処理体系

本市の生活排水の処理体系は，図 3-1-1， 図 3-1-2 の とおりで

す。旧沼南地域の処理は本市，白井市及び鎌ケ谷市の３市で組織

する柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合において処理を行っています。

【 旧 柏 地 域 】

図 3-1-1 旧 柏 地 域 の 生 活 排 水 の 処 理 体 系

【 旧 沼 南 地 域 】

図 3-1-2 旧 沼 南 地 域 の 生 活 排 水 の 処 理 体 系
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２ 処理形態別人口

本市の生活排水の処理形態別人口は，表 3-1-1， 表 3-1-2 の と

おりです。

【 旧 柏 地 域 】

表 3-1-1 旧 柏 地 域 の 生 活 排 水 の 処 理 形 態 別 人 口

【 旧 沼 南 地 域 】

表 3-1-2 旧 沼 南 地 域 の 生 活 排 水 の 処 理 形 態 別 人 口

３ 下水道計画

本市の下水道計画の概要は，表 3-1-3，表 3-1-4 のとおりです。

【 旧 柏 地 域 】

表 3-1-3 旧 柏 地 域 の 下 水 道 計 画 の 概 要

【 旧 沼 南 地 域 】

表 3-1-4 旧 沼 南 地 域 の 下 水 道 計 画 の 概 要
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４ し尿・浄化槽汚泥処理手数料

本市のし尿及び浄化槽汚泥の処理手数料は，表 3-1-5，表 3-1-

6 のとおりです。

【 旧 柏 地 域 】

表 3-1-5 旧 柏 地 域 の し 尿 処 理 手 数 料

【 旧 沼 南 地 域 】

表 3-1-6 旧 沼 南 地 域 の し 尿 処 理 手 数 料

５ し尿・浄化槽汚泥処理量

本市のし尿及び浄化槽汚泥の処理量は，図 3-1-3， 表 3-1-7 の

とおりです。

図 3-1-3 本 市 全 域 の し 尿 ・ 浄 化 槽 汚 泥 処 理 量
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表 3-1-7 本 市 全 域 の し 尿 ・ 浄 化 槽 汚 泥 処 理 量

６ 処理施設の概要

本市の処理施設の概要は，表 3-1-8，表 3-1-9 のとおりです。

表 3-1-8 山高野浄化センターの概要

表 3-1-9 アクアセンターあじさいの概要
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７ 現状の課題

し尿・浄化槽汚泥の処理については，一般ごみと同様，旧柏地

域と旧沼南地域とでは事業主体が異なっており，排出者である市

民や市内事業者がし尿・浄化槽汚泥を収集・運搬する業者に支払

う費用は均一ですが，収集・運搬業者がし尿・浄化槽汚泥の処理

施設へ搬入する際の手数料は，不均一となっています。

公共下水道人口の増加により，し尿・浄化槽汚泥の処理量は減

少傾向にありますので，稼働施設の維持管理を含め，将来的に，

よりスリムで安定した処理を継続していくことが求められます。

また，下水道未整備地域については，手賀沼や流域河川等の水

質改善のため，し尿及び生活雑排水を併せて処理する合併処理浄

化槽の整備促進も引き続き必要です。
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第２章 生活排水処理基本計画

１ 基本理念

本市では，手賀沼等における水質汚濁が大きな問題となってい

ます。

千葉県の「手賀沼に係る湖沼水質保全計画」等に基づく整備・

対策事業により，手賀沼の水質は大幅に改善されていますが，湖

沼の汚濁状況の指標となるＣＯＤ（化学的酸素要求量）は，未だ

環境基準を達成できておらず，引き続き対策を講じる必要があり

ます。

それらの水質汚濁を改善するため，より衛生的な生活環境を維

持し，健全な水環境の形成を図ります。

２ 目標

健全な水環境の形成を図るため，下水道整備の推進，下水道未

整備地域の合併処理浄化槽設置，単独処理浄化槽から合併処理浄

化槽へのさらなる切替え促進等，生活排水処理を適切に行うこと

を目標とします。

３ 整備方針

生活排水処理基本計画策定の基本的な考え方として，市内の生

活排水は，最終的に公共下水道及び合併処理浄化槽により処理す

ることとします。

公共下水道が未整備及び整備計画対象外である地域は，合併処

理浄化槽による処理を推進します。

汲み取りし尿の量は減少の傾向が今後も見込まれ，浄化槽汚泥

については今後もある程度の排出量が見込まれます。そのため，

安定した処理を推進していくために収集量に応じた最適な収集・

処理体制を検討します。
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４ 施策の方向性

(1) 浄化槽汚泥

浄化槽設置の家庭及び事業所等は，定期清掃・保守点検と水

質検査を徹底することで浄化槽の健全な機能を維持することと

します。

浄化槽汚泥の収集は両地域とも許可業者が行います。

浄化槽汚泥の処理は，旧柏地域は市の処理施設（山高野浄化

セ ン タ ー ） で ， 旧 沼 南 地 域 は 柏 ・ 白 井 ・ 鎌 ケ 谷 環 境 衛 生 組 合

（アクアセンターあじさい）において行います。

(2) し尿処理

し尿収集は，両地域とも委託業者が行います。仮設トイレ等

については，両地域とも許可業者が収集を行います。処理につ

いては浄化槽汚泥と同様に対応します。

５ 今後の検討事項

将来の処理対象の動向を考慮し，適切な処理体制を随時見直す

とともに，最適な処理を行う手段について検討を行います。

一般ごみと同様，一部負担費用の不均衡等といった問題が生じ，

今後の課題となっています。

本市全域におけるルールの統一を前提としたうえで，より財政

的なメリットのある広域処理について，検討を進めます。


